
 事業継続計画（BCP） 

至学館大学 

【2025 年 4月策定】 



1 

目 次 

１．目的と定義 ・・・・・・・P2

２．基本方針・目標 ・・・・・・・P2

３．大規模災害の被害想定 ・・・・・・・P3

４．重要業務・非常時優先業務の選定 ・・・・・・・P4

５．災害時の規程に基づく対応 ・・・・・・・P6

６．災害情報の発信・情報共有 ・・・・・・・P6

７．安否確認と安全性確認 ・・・・・・・P7

８．業務継続の検討 ・・・・・・・P8

９．BCP の維持・改善 ・・・・・・・P8

10．訓練等 ・・・・・・・P8

11. 学校法人至学館防災管理組織図 ・・・・・・・P9

11. 資料（避難経路、AED 設置場所、心肺蘇生法等）巻末



2 

 

 

１． 目的と定義 

 

（1）目的 

近年、全国各地で地震による大規模災害が発生しており、大府市も南海トラ

フ巨大地震等により被害が発生する可能性がある。また、台風や豪雨などの気

象変化による大規模災害も全国的に多く発生しており、これらの危機事象が発

生した場合は、本学においても甚大な被害を受ける可能性も否定できない。 

そのような事態が発生した場合でも、大学の重要業務を継続して実施する

とともに、大学機能の維持・早期復旧を行うために「至学館大学事業継続計

画（BCP）」を定めるものである。 

（2）定義 

大規模地震等の自然災害や感染症のまん延など不測の事態が発生した場合で

も、重要な事業を中断させない、又は中断しても可能な限り短期間で復旧させ

るための方針、体制、手順等を示した計画のことを事業継続計画(Business 

Continuity Plan, BCP)という。 

（3）危機管理マニュアル等の整備状況 

本学では、「学校法人至学館危機管理規程」を定め、危機事象（火災、地震、

風水害、不審者、事件、事故、ミサイル、不祥事）に応じた危機管理マニュア

ルを策定して対応している。 

 

２．基本方針・目標 

 

（1）基本方針 

危機事象が発生した際、本学構成員(学生、役員、教職員)及び来訪者等の生

命及び身体の安全確保を最優先するとともに、大学の重要業務の継続的な実施

及び大学機能の維持・早期復旧のため、次の基本方針のもとに事業継続計画を

策定する。 

①非常時優先業務(1.応急業務、2.事業継続の優先度の高い通常業務)を確実か 

つ優先的に実施する。 

②非常時優先業務に必要な人員、資源等は全学で連携のうえ調整する。 

③非常時優先業務以外の業務については、可能な限り休止・縮小したうえで非

常時優先業務に影響を与えない範囲で、順次、業務の再開を目指すものとす

る。 
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（2）目標 

本事業継続計画においては、以下の 5項目を目標とする。 

〔目標 1〕本学構成員(学生、役員、教職員)及び来訪者等の身の安全を確保する。 

・安否確認、人的被害への対応 

〔目標 2〕経営管理局及び各部署機能を維持し、又は早期に復旧する。 

・災害対策本部や各部署機能の維持・早期復旧 

〔目標 3〕学生への教育を確保・継続する。 

・授業時間の確保、単位認定 

[目標 4〕学生の入学、卒業、就職に関することに万全を期す。 

・入学試験の実施、卒業判定の実施、就職活動支援 

[目標 5〕教育・研究環境を早期に復旧する。 

・教育・研究施設の復旧、教育・研究テータの喪失防止・復旧 

 

３.大規模災害の被害想定 

 

本事業継続計画で想定する災害は、「南海トラフ巨大地震」の発生により、大

府市、名古屋市にも甚大な被害をもたらすことが予想される大地震とする。 

南海トラフ巨大地震の想定震源域 
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南海トラフ巨大地震による大府市の被害予測 

  過 去 地 震 

最大モデル 

理 論 上 最 大 

想定モデル 

想定震度 6 強 7 

建物被害 全壊 約 900 棟 約 2,800 棟 

火災焼失 約 300 棟 約 800 棟 

液状化倒壊 被害わずか 被害わずか 

死者数 約 40 人 約 200 人 

津波浸水区域 8 ヘクタール 9 ヘクタール 

ライフライン被害 上水道断水 約 8万人 - 

下水道（機能支障） 約 5万 6,000 人 - 

都市ガス 約 1万 6,000 戸 - 

LP ガス 約 1,800 世帯 - 

電力 約 3万 8,000 軒 - 

電話 約 9,500 回線 - 

帰宅困難者 約 9,000 人 - 

避難者数 約 1万 2,000 人 - 

詳細は、「愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査結

果」（愛知県ウェブサイト）参照 
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４．重要業務・非常時優先業務の選定 

 
（1）重要業務 

大規模災害が発生した場合、直ちに行う必要がある怪我人の救出活動、火災の

消火活動、安否確認、ニ次災害の防止、避難(待機)場所の確保、資産の喪失防

止・復旧など、最優先とする応急業務のほかに、大学特有の重要業務がある。 

【応急的な重要業務】 

 

①怪我人、閉じ込められた人の救出 

②火災発生時の初期消火 

③大学構成員(学生、役員、教職員)の安否確認 

④災害対策本部の設置 

⑤避難(待機)場所の確保 

⑥大学の教育・研究等の資産のデータ喪失防止・復旧 

 

【施設・設備に関する重要業務】 

 

①火災や建物倒壊等のニ次災害の防止策 

②電気設備、水道設備及び情報基盤設備の早期復旧 

③教育・研究等の環境設備の早期復旧 

④経営管理局機能の早期復旧 

 

【季節性のある重要業務】 

 

①入学試験の実施 

②定期試験、単位認定、卒業判定 

③その他の主催イベント 

 

【被災した者への支援に係る重要業務】 

 

①帰宅困難者(学生、役員、教職員)への支援 

②自宅に住めなくなった学生等への支援 

③地域の避難所等としてのスペースの一時提供 

④防災備品(備蓄品や災害対応用機材等)の提供 

 

【大学の方針に依存する重要業務】 

 

①敷地・建物の応急・復旧活動への積極的提供 

②学生によるボランティア活動 

③被害判定その他の技術的な復興支援 
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（2）非常時優先業務の選定 

大規模災害発生直後に最優先で行うべき応急的な業務や早期実施の優先度が高

い災害復旧業務、業務継続の優先度が高い通常業務を「非常時優先業務」として

位置付け、災害対策本部が行う業務及び本学の通常業務の中から当該業務を抽出

する。 

基本的な考え方として、災害発生後の本学の教職員の状況及び大学施設の被害

状況を踏まえ、可能な限り迅速な「授業の再開」を行うことを優先業務とする。

併せて、被災の時期や被災状況によっては、「卒業単位認定」や「就職活動」、

「入学試験」にも多大な支障が生じる恐れがあるため、災害発生の時期や規模に

応じた業務継続を検討する。 

 

５.災害時の規程に基づく対応 

 

震度 6 強の大地震が発生した場合、理事長は災害対策本部を設置し、必要に応

じて学長が自衛消防組織を編成する（P9参照）。 

災害対策本部は、自衛消防活動等の支援、関係機関等から災害に関する情報収

集、復旧計画の策定等の災害対策に関する業務を統括し、関係部門に適切な指示

を行うものとする。 

教職員は、身の安全を守ることを第一とし、揺れが収まり次第、避難する。地

震に伴い火災が発生した場合は、火災発見者は、火災発生の周知及び初期消火等

を行う。また、教職員は、学生や学外者等に対して、避難等について指示し、誘

導を行う。また、全学メールや館内放送等により、避難等を呼びかける。  

※防火・防災管理規程及び自衛消防組織に関する内規に基づく運用 

 

６.災害情報の発信・情報共有 

 

災害情報の発信や情報共有については、対象者別に次のとおりと実施する。 

 

【学生(保護者)関係】 

 詳細 

安否確認 

学生メールアドレス、ガッカンネットコート、大学公

式メールアドレス、固定電話、携帯電話、携帯メー

ル、 SNS 等により実施 

安否情報の確認・発

信・共有(対象者) 
本人、保護者、友人、指導教員、家族との連携 

授業再開に向けた説明 本学 HP 、 SNS、ライブキャンパス等により実施 

※緊急時情報カードを利用 
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【役員、教職員(家族)関係】 

 詳細 

安否確認 
大学公式メールアドレス、固定電話、携帯電話、携帯メ

ール、 SNS 等により実施 

安否情報の確認・発

信・共有(対象者) 
本人、家族、実家、同僚との連携 

 

【文部科学省関係】 

 詳細 

被災状況報告 
学生、役員、教職員等に関する人的被害、施設や財産等

に関する物的被害 

 

【報道関係】 

 詳細 

取材協力 

学生、役員、教職員の被災状況、大学の被災状況、大学

の教育・研究・社会貢献活動、入試関係事項、学生の課

外活動状況 

情報発信・取材協力 
学生の安否確認、安否情報提供、受検生への入試情報提

供等 

 

【その他】 

 詳細 

市・警察・消防署と

の連絡 
避難住民の情報収集及び報告・連絡 

 

７.安否確認と安全性確認 

 

防火・防災管理規程及び自衛消防組織に関する内規に基づく対応を行い、構成

員（学生、役員、教職員）の安否確認を行う。 

また、余震等の情報に注意しながら、施設の状況確認を行う。外観について目

視で点検を行い、安全性が担保されてから施設内の点検を行う。 
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８.業務継続の検討 

 

 上記の報告等をもとに、災害対策本部において、今後の業務継続の検討を行い、

その結果を全教職員、学生及び保護者等に通知する。この時点で、いつ、授業を

再開するかなどの方向性を決定し、その方向性に向かっての準備を進める。 

 

非常時優先業務を第一に、次のような点を検討する。 

①授業が再開できるかどうかを判断する。 

②授業再開が可能とした場合、いつから再開するかを判断する。 

③授業再開が不可能と判断した場合の阻害要因の排除に何が必要かを検討する。 

④その他、学生の進路に影響を及ぼす可能性がある「卒業単位認定」、「就職活動」、

「入学試験」について検討する。災害発生時における入学・卒業の措置につい

て特段の取り決めはないが、入学試験については，必要に応じ試験場を変更す

る等の措置を講じるなど、出来る限りの対応をすることとする。また，卒業時

期に発生した場合は，バックアップサーバデータ等を使用し、卒業判定作業を

速やかに行うとともに、学位記や諸証明等の発行は後日郵送するなど柔軟な運

用を行う。 

⑤情報システムについては、大規模地震など不測の事態発生によりシステムが停

止した際の本学関係者及び本学への被害を最小限に留め、システム提供先と連

携し、各種サービスを早期に復旧・再開出来るように対応する。 

 

   上記項目の検討により、本学における通常の業務再開の目途が立った時点で、

災害対策本部を解散する。 

 

９.BCP の維持・改善 

 

   人事異動や組織改編、大学の周辺環境の変化など、必要に応じて BCP の点検・

維持管理及び継続的改善を実施していく。 

 

 

10.訓練等 

 

   防火・防災管理委員会は、毎年、総合防災訓練を計画的に実施するとともに、

教職員及び学生の防災意識の向上に取り組む。 

   その際、巻末の避難経路、AED 設置場所、心肺蘇生法を周知、徹底する。 
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        学校法人至学館 防 災 管 理 組 織 図 
 

 

                                               

 

＜大府キャンパス＞                                          ＜名古屋キャンパス＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 事 長 

管理権原者 

学  長 

防火・防災管理委員会 

 

防火・防災管理委員会 

幼稚園 大学 

・防災管理者 

・防火管理者 

・防災管理者 

・防火管理者 

・防火担当責任者 

・火元責任者 

 ・防火担当責任者 

・火元責任者 

高等学校 

・防災管理者 

・防火管理者 

  ・防火担当責任者 

・火元責任者 

校地・校舎 校地・校舎 園地・園舎 

統括管理者 

教  頭 

管理権原者 

校  長 

管理権原者 

園  長 
自衛消防組織 

統括管理者 

経営管理局長 
副学長 

災害対策本部 

学生サポートセンターを防災センターとし、

自衛消防隊の活動拠点とする。 














































